




○種類株式の配当の状況
普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る1株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

0 00 6 85 6 85

0 00 6 67 6 67

0 00 6 17 6 17

205

－ － 200

－

配当金総額
（合　計）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期　末 合計

年間配当金

（Ａ種優先株式） 百万円

－

 27年３月期

 28年３月期

 29年３月期（予想） 185

－ －
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１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

　わが国経済は、金融・財政面での政策効果が広く波及したことにより、都心部を中心に公

共投資や住宅投資が底堅く推移する中、企業収益の改善等を背景として雇用情勢の好転や

個人消費・設備投資に持ち直しの動きが見られるなど、全体としては緩やかな回復基調が続

きました。

　一方、県内経済におきましては、観光面や個人消費面が底堅く推移する中、雇用環境も改

善するなど、全体としては緩やかな回復基調にあるものの、先行きについては一部不透明な

状況にあります。

　このような環境の中、私ども南日本銀行グループは、平成26年４月より『中期経営計画

「なんぎん維新Ⅱ」～“地域力”クリエイトバンクへの挑戦～』をスタートさせており、

「本業」として「WIN-WINネット業務（新販路開拓コンサルティング）」に取組むなど、地域

の皆様のご支援にお応えできるよう銀行全体で組織的・継続的に取組んできました。

　以上のような経済情勢のもと、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。

　経常収益は、有価証券売却益及び役務取引等収益等の増加により、前連結会計年度に比べ

９億95百万円増加し、202億４百万円となりました。

　また、経常費用は、経費が減少したものの、与信関連費用及び預金利息等の増加により、

前連結会計年度に比べ３億83百万円増加し、160億46百万円となりました。

　この結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ６億12百万円増加し、41億57百万円となり

ました。

　一方、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に特別利益で退職給付信託設

定益を16億94百万円計上しましたが、当連結会計年度はこのような特殊要因がなかったこと

から、前連結会計年度に比べ３億61百万円減少し、22億17百万円となりました。

〔次期の見通し〕

　通期の連結業績予想につきましては、連結ベースで経常利益26億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益17億円を見込んでおります。

　業績予想の前提となる市場金利等は、平成28年３月末の水準をもとに予想しております。

また、与信関連費用は通期で13億円を予想しております。

　なお、上記の予想は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（２）財政状態に関する分析

[主要勘定の状況]

　預金は、安定した資金調達を第一に考え、一般の個人・法人預金を中心に増強を図った結

果、当連結会計年度の残高は、前連結会計年度に比べ151億円増加し、7,160億円となりまし

た。

　貸出金は、中小企業貸出や個人ローン等を中心に増強を図った結果、前連結会計年度に比

べ140億円増加し、5,727億円となりました。

　有価証券は前連結会計年度に比べ３億円増加し、1,059億円となりました。

[キャッシュ・フローの状況]

　当連結会計年度における連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッ

シュ・フローは、預金の増加等により、71億６百万円のプラスとなりました。投資活動によ

るキャッシュ・フローは、有価証券及び有形固定資産の取得等により、22億６百万円のマイ

ナスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、６億７

百万円のマイナスとなりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度に比べて

42億93百万円増加して、751億44百万円となりました。

[自己資本比率（国内基準）]

　連結自己資本比率は、8.24％となり、前年同期比0.24％低下しました。

　単体自己資本比率は、8.39％となり、前年同期比0.18％低下しました。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当行は、企業価値を高めるため、財務体質の強化と収益力を向上させるとともに、内部

留保の蓄積により財務基盤の安定化を図り、安定的な配当を実施できるよう努める方針で

あります。

　当期の配当につきましては、予めご案内のとおり１株当たり５円の配当とする予定であ

ります。

　次期の普通株式の配当につきましては、当期と同じく第２四半期では行わず、期末一括

での５円配当を予定しております。

２．企業集団の状況

（１）事業の内容

　当行及び当行の関係会社は、当行、子会社１社、関連会社１社で構成され、銀行業務を

中心に、リース業務、現金等の輸送・警備業務などを行っております。

（２）事業系統図

○子会社

・なんぎんリース株式会社

(リース・ファイナンス業務など）

○関連会社

・南九州サービス株式会社

　 （現金等の輸送・警備業務）

南
　
日
　
本
　
銀
　
行

銀行業

その他事業 子会社１社　関連会社１社

本店ほか60カ店、出張所３カ店

㈱南日本銀行（8554）平成28年３月期決算短信

－ 3 －



３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当行グループは、次の「経営理念」に基づき、「地域社会への密着」と「金融を通じた

地域貢献」に取組んでおります。

【経営理念】

「地域の発展に役立つ存在感のある銀行になろう」

「お客様のニーズに応え堅実で信頼される銀行になろう」

「全員が働くことに喜びをもち誇りに思う銀行になろう」

（２）中長期的な会社の経営戦略

　当行は、平成26年４月より『中期経営計画「なんぎん維新Ⅱ」～“地域力”クリエイト

バンクへの挑戦～』をスタートさせております。本計画においては、WIN-WINネット業務

（新販路開拓コンサルティング）をはじめとした各施策をさらに加速させることで、「お客

様との接点拡大そして深化」へ向けたビジネスモデルの構築を目指しております。

（３）会社の対処すべき課題

　地域金融機関を取り巻く経営環境は、顧客ニーズの多様化や金融機関同士の競争激化によ

り厳しさを増しております。このような中、当行が地域を支え、底上げすることで地元鹿児

島を中心とした地域経済の活性化に取り組むとともに、継続的な収益を確保する必要がある

と考えております。

　当行はこの使命を果たしていくため、『中期経営計画』に掲げた各施策に役職員一丸と

なって取り組み、経営基盤の強化に努めてまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当行グループの業務は日本国内に限定されており、当面は日本基準を採用することとして

おります。

　なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、

適切に対応していく方針であります。
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 　該当ありません。

　

（会計方針の変更）

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下、「企業

結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平

成25年９月13日。以下、「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基準」という。）等を

当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の

属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利

益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行

っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項（4）、連結会計基準

第44－5項（4）及び事業分離等会計基準第57－4項（4）に定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額はありません。

（セグメント情報）

　当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「そ

の他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはリース業務

が含まれております。

（有価証券関係）

　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

１．売買目的有価証券（平成28年３月31日）

２．満期保有目的の債券（平成28年３月31日）

売買目的有価証券
（商品有価証券）

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
(百万円）

0

差額
（百万円）

社債 0

種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価
（百万円）

13
時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の

その他

165 166

小計

300

465

313

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

合計

小計

785社債

785

1,251

14

△ 6

△ 6

7

779

779

480

1,259
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３．その他有価証券（平成28年３月31日）

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当ありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

６．保有目的を変更した有価証券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当ありません。

1,102

2,370

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式

債券

種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

小計 95,795

53,242

9,519

　国債

　地方債

　社債

805

4,971

1,965

805

取得原価
（百万円）

5,039

77,656

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

小計

　社債

債券

株式

その他

539

1,621

1,696

322

合計

14,894

13,099

352

2,713その他

89,608

2,307

合計

　その他

　株式

　種類

3,840 162

5249,453

3,937

75,285

51,546

9,197

14,542

10,385

売却損の合計額
（百万円）

6,187

△ 341

△ 9

△ 9814

5,186

8,308

97,916

814

△ 214

△ 565

5,621

5,613 1,081 361

7,742

103,537

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）
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７．減損処理を行った有価証券
　

　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込

みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当該連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当連結会計年度における減損処理額は、40百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。

　①　時価の下落率が50％以上の場合。

　②　時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記イ～ハの何れかに該当する場合は回復

　　可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。

イ.　株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。

ロ.　株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。

ハ.　株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上する

　　 と予想される場合。

　③　時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。　

（税効果会計関係）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に

開始する連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.0％から、平成28年４月１日に開始

する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等に

ついては30.6％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

ついては30.4％となります。この税率変更により、繰延税金資産は92百万円減少し、その他有価証券

評価差額金は77百万円、退職給付に係る調整累計額は△20百万円、法人税等調整額は149百万円増加

しております。再評価に係る繰延税金負債は66百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しており

ます。

　また、欠損金の繰越控除制度が平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の

所得の金額の100分の60相当額が控除限度額とされ、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度

から繰越控除前の所得の金額の100分の55相当額が控除限度額とされることに伴う影響額はありません。
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（１株当たり情報）

（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、次のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当ありません。

円

１株当たり当期純利益金額

１株当たり純資産額 円

円

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式の概要

　　うち優先株式に係る金額 百万円

　普通株式の期中平均株式数

－ －

　普通株式増加数 千株 87,209 94,339

205 200

　　うち支払利息（税額相当額
　　控除後）

百万円 － －

千株 80,548 80,527

　普通株式に係る親会社株主に帰属
　する当期純利益

百万円 2,373 2,017

2,217

百万円 205 200

　普通株主に帰属しない金額 百万円 205 200

　　うち定時株主総会決議による
　　優先配当額

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

１株当たり当期純利益金額

　親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 2,578

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成26年４月１日 （自 平成27年４月１日

  至 平成27年３月31日）   至 平成28年３月31日）

29.46 25.05

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

  至 平成28年３月31日）

15.37 12.68

前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

337.84 335.80

　親会社株主に帰属する当期純利益
　調整額

百万円 205 200

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
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７．その他

　

１．代表者の異動

　該当ありません

２．その他役員の異動

（１）新任取締役候補

　該当ありません

（２）退任予定取締役

これ えだ よし み

是 枝 良 実

[ 現 常務取締役 人事総務部長兼人材開発室長 ] 

（３）新任監査役候補

　該当ありません

（４）退任予定監査役

　該当ありません

（５）昇格予定取締役

はる やま

春 山

[ 現 取締役 営業統括部長兼支店支援室長 ] 

以　 上

役 員 の 異 動 （平成28年６月29日付）

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役 慶次郎
けいじろう
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